変更届提出書類一覧（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）

■届出について

・変更日から１０日以内に届け出てください。（事前協議等が必要な事項については、事前にご相談ください。）

・届出書は、原則、郵送してください。

　
　　連絡先及び提出先　：〒５９６－００７６

大阪府岸和田市野田町三丁目１３番２号　泉南府民センタービル４階

介護事業者担当　　電話０７２－４９３－６１３２

■提出書類　　①変更届出書（様式第４号（第２条関係））

②添付書類（以下のとおり）　
○添付書類一覧（内容によっては必要となる書類が変わることがあります。）

	変更する事項
	添付書類
	留意点

	事業所（施設）の名称
	①指定に係る記載事項（付表６）

②運営規程

③特別養護老人ホーム事業変更届書（様式第９号）
	・事業所名が定款等で定められている場合は、定款及び登記事項証明書等変更の手続が必要です。

	開設者の名称、主たる事務所の所在地
	①履歴事項全部証明書（原本のみ）
※移転に際し、法人の電話、ＦＡＸが変更になる場合は、変更届出書に記載してください。
	・法人の合併による名称変更は新たな指定申請が必要な場合がありますので、事前にご相談ください。

	代表者の氏名、生年月日及び住所
	①履歴事項全部証明書（原本のみ）
②履歴事項全部証明書に代表者である旨が記載されていない場合は、代表者に選任されたことを示す書類
	

	事業所の所在地（移転）
	①運営規程
②平面図（各部屋の用途、面積を明示）（参考様式３）

③事業所内外の写真(カラー)

④案内図

⑤賃貸借契約書等の写し
⑥設備・備品等一覧表　（参考様式５）

⑦居室面積一覧表（参考様式４）
改めて事前協議が必要となりますので、移転を予定される時点でお早めにご相談ください。
※変更届提出後に移転先事業所の現地調査を実施する場合があります。
	・移転する場合は、事前に各市町介護保険担当課へ協議・調整を行ってください。

	建物の構造、設備、専用区画等
	①平面図（各部屋の用途、面積を明示）（参考様式３）

②変更された部分の写真(カラー) 

③設備・備品等一覧表　（参考様式５）
④居室面積一覧表（参考様式４）

⑤当該変更に伴い別に許可や届出が必要なものは、その許可書や届出書の写し（診療所や居宅サービス事業所等）
※変更届提出後に事業所内の現地調査を実施する場合があります。
	

	管理者（施設長）の氏名及び住所
	①指定に係る記載事項（付表６）

②経歴書（参考様式２）

③組織体制図（参考資料１）
④特別養護老人ホームの施設長資格にかかる証明書類（施設長資格講習修了証、社会福祉主事任用資格取得を証する書類等）の写し

⑤誓約書（参考様式９）
	※婚姻等による氏名変更、又は引越し・住居表示の変更等による住所変更のみの場合②～⑤省略可

	介護支援専門員の氏名およびその登録番号
	①指定に係る記載事項（付表６）

②介護支援専門員証の写し

③介護支援専門員の氏名等（参考様式１０）

※介護支援専門員の人数に増減があった場合は運営規定（新）の提出も必要です。
	・介護支援専門員登録通知書及び介護支援専門員登録証明書は資格を証するものとはなりません。


次ページへ続く
	運営規程

（利用料）
	①運営規程（新）

②指定に係る記載事項（付表６）
※積算根拠の提出を求める場合があります。

利用料については、利用者及び利用者家族に対して運営規定に定め

た以前に説明を行っていることが前提です。
	

	運営規程

（利用料以外の規定内容）
	・入所定員

①運営規程（新）

②指定に係る記載事項（付表６）

③従業者の勤務形態一覧表（参考様式１）
④居室面積一覧表（参考様式４）

⑤特別養護老人ホーム事業変更届書（様式第９号）
・上記以外の運営規定の変更

①運営規程（新）

②指定に係る記載事項（付表６）
	

	協力医療機関・協力歯科医療機関
	①指定に係る記載事項（付表６）

②医療機関との契約書等の写し
③当該医療機関の概要（開設者名、医療機関名、所在地、診療科名等がわかるもの）

	・減少のみの場合は、変更届出書のみ提出してください。

・③はパンフレットでも可。


　届出に不備な点等がある場合、来庁していただき直接お聞きする場合があります。

　　（問合せ先）　広域事業者指導課　介護事業者担当　電話072-493-6132

更新日令和3年12月1日
